
（別紙） 
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「子ども・子育て支援法に基づく保育充実事業及び協議会の実施について」（平成 30 年４月９日付け府子本第 350 号・子

保発 0409 第１号・29 初幼教第 18 号内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）、厚生労働省子ども家

庭局保育課長及び文部科学省初等中等教育局幼児教育課長連名通知） 新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

  

平成 30 年４月９日 

府 子 本 第  350 号 

子保発 0409 第１号 

29 初幼教第 18 号 

 

［最終改正］令和５年３月 31 日  

府 子 本 第 3 8 5 号  

子保発 0331 第１号  

４ 初 幼 教 第 3 2 号  

 

各都道府県、指定都市、中核市（長） 

子ども・子育て支援新制度担当部局（長） 

民 生 主 管 部 局 （ 長 ）        

教育委員会幼稚園関係事務主管部課（長） 

 

 

 

 

平成 30 年４月９日 

府 子 本 第  350 号 

子保発 0409 第１号 

29 初幼教第 18 号 

 

［一部改正］令和３年５月 10 日 

府子本第  65 6 号 

子保発 0510 第１号 

３ 初 幼 教 第 ４ 号 

 

各都道府県、指定都市、中核市（長） 

子ども・子育て支援新制度担当部局（長） 

民 生 主 管 部 局 （ 長 ）        

教育委員会幼稚園関係事務主管部課（長） 

 

 

 

殿 

 
殿 
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内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 

参事官（子ども・子育て支援担当） 

（ 公 印 省 略 ）  

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭  局  

保 育 課 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 

幼 児 教 育 課 長  

（ 公 印 省 略 ）  

 
子ども・子育て支援法に基づく保育 

充実事業及び協議会の実施について 

 
「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（平成 30 年法律

第 12 号。以下「改正法」という。）により、保育の実施への需要が

増大している市町村（特別区を含む。以下同じ。）等は、当分の間、

保育の量的拡充及び質の向上を図るため、「保育充実事業」を行うこ

とができることとするとともに、都道府県は、保育の需要に応ずる

ための市町村の取組を支援するため、当該都道府県、関係市町村等

により構成される協議会を組織することができることとされた。 

今般、改正法に基づく保育充実事業の実施及び協議会の設置に当

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 

参事官（子ども・子育て支援担当） 

（ 公 印 省 略 ）  

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭  局  

保 育 課 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 

幼 児 教 育 課 長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

子ども・子育て支援法に基づく保育 

充実事業及び協議会の実施について 

 

「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（平成 30 年法律

第 12 号。以下「改正法」という。）により、保育の実施への需要が

増大している市町村（特別区を含む。以下同じ。）等は、当分の間、

保育の量的拡充及び質の向上を図るため、「保育充実事業」を行うこ

とができることとするとともに、都道府県は、保育の需要に応ずる

ための市町村の取組を支援するため、当該都道府県、関係市町村等

により構成される協議会を組織することができることとされた。 

今般、改正法に基づく保育充実事業の実施及び協議会の設置に当
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たっての留意事項を下記のとおり定めた。 

各都道府県におかれては、内容について十分御了知の上、貴管内

市町村に対して遅滞なく周知を図られたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条

の４第１項に規定する技術的助言として発出するものであることを

申し添える。 

 
記 

 

［第１・第２ 略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たっての留意事項を下記のとおり定めた。 

各都道府県におかれては、内容について十分御了知の上、貴管内

市町村に対して遅滞なく周知を図られたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条

の４第１項に規定する技術的助言として発出するものであることを

申し添える。 

 

記 

 

［第１・第２ 同左］ 
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（別紙様式例１） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

こ ど も 家 庭 庁 長 官 殿  

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会設置届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を設置したため、子ども・子

育て支援法施行規則附則第十条第四項に基づき届け出る。 

 

協議会の名称  

協議会において協議する

施策の対象とする特定市

町村又は事業実施市町村

の名称 

（特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

備考 

（上記以外の構成員等） 

 

 

（添付資料） 

（１） 上記届出事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

（別紙様式例１） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会設置届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を設置したため、子ども・子

育て支援法施行規則附則第十条第四項に基づき届け出る。 

 

協議会の名称  

協議会において協議する

施策の対象とする特定市

町村又は事業実施市町村

の名称 

（特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

備考 

（上記以外の構成員等） 

 

 

（添付資料） 

（１） 上記届出事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 
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（別紙様式例２） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

こ ど も 家 庭 庁 長 官 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会関係事項変更届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会の届出事項に変更が生じたた

め届け出る。 

 

協議会の名称 変更前  

変更後  

協議会において協

議する施策の対象

とする特定市町村

又は事業実施市町

村の名称 

変更前 （特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

変更後 （特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

備考  

（別紙様式例２） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会関係事項変更届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会の届出事項に変更が生じたた

め届け出る。 

 

協議会の名称 変更前  

変更後  

協議会において協

議する施策の対象

とする特定市町村

又は事業実施市町

村の名称 

変更前 （特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

変更後 （特定市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

（事業実施市町村） 

〇〇市、〇〇市、〇〇市 

備考  
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（添付資料） 

（１） 上記変更事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料） 

（１） 上記変更事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 
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（別紙様式例３） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

こ ど も 家 庭 庁 長 官 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会廃止（休止）届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を廃止（休止）したため届け

出る。 

 

協議会の名称  

廃止（休止）理由  

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記廃止（休止）の事実が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

以上 

（別紙様式例３） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

協議会廃止（休止）届出書 

 

標記について、令和 年 月 日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を廃止（休止）したため届け

出る。 

 

協議会の名称  

廃止（休止）理由  

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記廃止（休止）の事実が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

以上 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

 


